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おいて幼保一元化について論議され、両施設の弾

力的運用を進めることになった。

そのため､文部省(現文部科学省)の幼稚園課(現

幼児教育課）と厚生省（現厚生労働省）の保育課

の職員から構成された検討委員会が設置され､｢幼

稚園と保育所の施設の共有化等に関する指針につ

いて」がまとめられ、１９９８（平成１０）年３月10日

に両省の連名による通知が発出きれた。

その後も2000（平成12）年３月31日には、「保育

所の設置認可に係る規制緩和に伴う保育所を設置

する社会福祉法人による幼稚園の設置について」

という通知が文部省初等中等教育局長より発出さ

れ、学校法人による保育所の設置、社会福祉法人

による幼稚園設置が可能になった。

しかし、２００２（平成14）年１０月に出された地方

分権改革推進会議最終報告において、幼保一元化

について更に積極的に推進すべきであると取り上

げられた。

２００３（平成15）年２月の総合規制改革において

重点項目にされていた「規制改革推進のためのア

クションプラン」の中で「近年の社会構造・就業

構造の著しい変化等を踏まえ、地域において児童

を総合的に育み、児童の視点に立って新しい児童

育成のための体制を整備する観点から、地域のニ

ーズに応じ、就学前の教育・保育を一体として捉

えた一貫した総合施設の設置を可能とする（平成

18年度までに検討)。あわせて、幼稚園と保育所

に関し、職員資格の併有や施設設備の共有を更に

進める｡」と記載されていたことを2003（平成15）

年６月に「経済財政運営と構造改革に関する基本

方針2003」において閣議決定された。

更に、２００４（平成16）年３月の規制改革・民間

１はじめに

幼保一元化についての問題は、ある時は保育所

がわから提案されたり、ある時は幼稚園がわから

提案されたりしてきた。しかし、幼稚園と保育所

の所管が文部科学省、厚生労働省という二つの省

庁に分かれていることもあって、幼保一元化に踏

み込むことは容易でなかった。

主な経過をたどると、1963（昭38）年10月28日

に各都道府県知事宛に文部省（現文部科学省）初

等中等教育局長と厚生省（現厚生労働省）児童局

長（現雇用均等・児童家庭局長）が連名で「幼稚

園と保育所の関係について｣という通知を発出し、

｢保育所のもつ機能のうち、教育に関するものは

幼稚園教育要領に準ずることが望ましいこと。幼

稚園と保育所の整備については十分に連絡のうえ

計画的に進めるものとすること｡」等について指

導している。

1988（昭和63）年の臨教審の第三次答申による

と「幼稚園・保育所はその目的・機能は異なるが

幼児教育において重要な役割を果たしており、就

園希望、保育ニーズに適切に対応できるよう、基

本的にはそれぞれの制度の中でその整備・充実を

図る必要がある。この際、幼稚園・保育所の設置

状況には地域により偏りも見られることや家庭の

機能の変化など今後予想される多様な要請にこた

えるため、両施設の弾力的運用を進める｡」と報

告され、幼保一元化の問題について結論を出し、

この問題については終結したかのようになってい

た。

その後も地方分権委員会等で幼保一元化の問題

が再燃し、平成９年度の児童福祉法改正の国会に

－４３－
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開放推進３カ年計画についての閣議において､｢就

学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総

合施設を設置する。その実現に向けて、平成16年

度中に基本的な考えをとりまとめた上で、平成１７

年度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整

備を行うことも含め様々な準備を行い、平成18年

度から本格実施を行う」と決定された。

これらの閣議決定に従い､厚生労働省は2004(平

成16）年１月15日から社会保障審議会児童部会に

おいて審議され、文部科学省は2004（平成16）年

２月２日から中央教育審議会幼児部会において、

就学前の保育と幼児教育について検討してきた。

そして、２００４（平成16）年５月から中央教育審

議会幼児部会と社会保障審議会児童部会の合同の

検討会議を行い、就学前の教育・保育を一体とし

て捉えた一貫した総合施設の実現に向けて基本的

な考えをとりまとめ、２００４（平成16）年12月25日

に報告がなされた。

２００５（平成17）年度は、全国から３５カ所の幼

稚園と保育所を選び、施行事業を実施した。そし

てこの施行事業について「総合施設モデル事業評

価委員会」を設置し、教育･保育内容、職員配置、

施設設備等に関する評価を行った。これら総合施

設のモデルとなったところは、公立の幼稚園・保

育所が９カ所、学校法人が１１カ所、学校法人と

社会福祉法人が７カ所、学校法人と公立保育所が

１カ所、社会福祉法人が６カ所、その他が１カ所

であった。

総合施設モデル事業評価委員会では、平成18年

３月31日に総合施設モデル事業の評価についての

最終まとめの報告を行った。それによると、

①総合施設は就学前の子どもに適切な教育・保育

の機会を提供すると共に、すべての子育て家庭

に対する支援を行う機能を備えている。

②総合施設モデル事業は、幼稚園と保育所が連携

した型、幼稚園が機能を拡充させた型、保育所

が機能を拡充させた型、幼稚園・保育所のいず

れでもない型の４種型で実施されている。

③機能の質を確保するため、職員配置・資格、施

設設備、教育・保育の内容などに一定の指針が

必要である。

④施設設備については基本的には幼稚園・保育所

のいずれの基準も満たすこと。

⑤幼稚園教育要領及び保育所保育指針の目標が達

成されるよう教育・保育を提供することが必要

である。

⑥一般的運用のため全体的な計画・月・週・日々

の指導計画等を作成し展開する必要がある。

⑦保育室や遊具・教材などの環境の構成及び日々

の活動には、指導計画の目標及び固有の実情を

踏まえた工夫・配慮が必要である。

⑧小学校教育への円滑な接続に向けた教育・保育

内容の工夫や小学校との連携が必要である。

⑨保育者の資質向上等については、幼稚園教諭と

保育士の相互理解を深め、園内外での研修を充

実し、勤務体制の組み立てにも配慮が必要であ

る。

⑩子育て支援については総合施設の必須の機能と

し、利用者が使用したいと思うときには利用可

能な体制の確保が必要である。（週３日以上開

設）実施に当たっては子育てボランティアや子

育て支援ＮＰＯ等と連携するなど地域の人材や

社会資源の活用を期待する。

⑪一人の長を置き、一体的な管理運営を行うこと

が必要である。

⑫自己評価・外部評価及び結果の公表などにより

教育･保育の質の向上に努めることが望ましい。

と報告がなされた。

中央教育審議会幼児部会と社会保障審議会児童

部会の合同の検討会議の審議結果や総合施設モ

デル事業の評価についての最終まとめを参考にし

て、国は「就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律」を国会で成

立させ、平成１８年６月15日に公布した。

この法律は、平成18年１０月１日から施行するこ

とになり､認定こども園の名称は名称独占とした。

施設の認可に当たっては、国が認可のための指針

を作成し、この指針をもとに都道府県が認可基準

を作成することになった。そのため、各都道府県

では条例を作成し、議会で承認を得ることになっ

た。

このような経緯から、現在、認定こども園にお

ける各都道府県の取り組みは様々である。条例だ

けでなく規則や要領、指針などの施行を１０月１日

－４４－
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に間に合わせた県（秋田県、富山県、岡山県、大

分県など）もある一方で、１１月の時点では条例案

を12月議会に提出する予定であるという県も多か

った（表l)。

そこで、本稿では「就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第

三条第一項第四号及び同条第二項第三号の規定に

基づき、文部科学大臣と厚生労働大臣とが協議

して定める施設の設備及び運営に関する基準」で

示されている国の認定基準を基に、１１月の時点で

認定こども園の認定基準を定める条例及び規則等

を施行している21の道府県の認定基準を比較検討

し、各道府県の特徴について記載する。

２各県の認定こども園の認定基準（２１道府県）

２－１職員の配置（表２）

①満三歳に満たない子どもについて

満三歳に満たない子どもに関しては、全道府県

とも国の基準通りであり、満一歳未満の子ども３

人につき保育者１人以上、満一歳以上三歳未満の

子ども６人につき保育者１人以上としている。こ

れは、保育所の基準に準じている。

②満三歳以上の子どもについて

満三歳以上の子どもに関しても、長時間利用児

については、全道府県とも国の基準通り、満三歳

以上満四歳未満の子ども20人につき保育者1人以

上、満四歳以上の子ども30人につき保育者1人以

上としており、保育所の基準に準じている。

短時間利用児の場合もほとんどの県が国と同じ

で、幼稚園の基準に準じている。山形県は、短時

間利用児の場合も長時間利用児と同じ職員配置に

なっている。

③学級について

国の基準では、「短時間利用児及び長時間利用

児に共通の四時間程度の利用時間については、満

三歳以上の子どもについて学級を編成」し、－学

表１認定こども園の認定の基準に関する条例等の進捗状況

（Ｈ1811.10現在）

匡 表２職員配置

※福島､茨城､栃木､群馬､埼玉､千葉､東京､神奈川､新潟、

長野、山梨、静岡、愛知、石川、滋賀、京都、奈良、兵

庫、鳥取、山口、香川、高知、長崎、熊本、鹿児島、沖

縄の26都府県は12月施行予定

注：知事による特例や但し書き等については－部省略・簡

略化している。

4５－

都道府県名 条例施行日

北海道 Ｈ１８．１０．１７

青森 Ｈ１８．１０．１６

秋田 Ｈ１８．１０．１

山形 Ｈ１８．１０．１０

岩手 Ｈ１８．１０．１９

宮城 H1８．１０．１３

岐阜 Ｈ１８．１０．１２

富山 H1８．１０．１

福井 H1８．１０．１２

大阪 H1８．１０．３１

三重 Ｈ１８．１０．２４

和歌山 Ｈ１８．１０．１

島根 H1８．１０．１３

岡山 H1８．１０．１

広島 H1８．１０．１６

愛媛 H1８．１０．１７

徳島 H1８．１０．３１

福岡 Ｈ１８．１０．１６

佐賀 H1８．１０．３

大分 H1８．１０．１

宮崎 H1８．１０．１

区分 条件 道府県

０歳児 ３：1
国 、

全道府県

1.2歳児 ６：１
国 、

全道府県

3歳児

長時間利用児２０：１

短時間利用児３５：１

長時間利用児２０

短時間利用児2０

１
１

長時間利用児２０

短時間利用児2５

１
１

国、下記以外

の全道県

山形、青森

大阪

4.5歳児

長時間利用児３０

短時間利用児3５

１
１

長時間利用児３０：１

短時間利用児３０：１

国、山形以外

の全道府県

山形

学級担任

満3歳以上児35人以下を単位

として、１学級に職員1人

満3歳以上満4歳児25人以下、

満4歳以上児35人以下を単位

として、１学級に職員1人

国、大阪以外

の全道県

大阪
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級の子どもの数は35人以下を原則として、「各学

級ごとに少なくとも－人の職員に担当させなけれ

ばならない」となっており、ほとんどの道県で国

と同様の基準を設けている。

山形県は、②でも述べたように、短時間利用児

の場合も長時間利用児と同じ職員配置になってお

り、学級の人数も、満三歳以上満四歳未満の子ど

もの学級は20人以下、満四歳以上の子どもの学級

は30人以下としている。

大阪府も、満三歳以上満四歳に満たない子ども

については１学級の子どもの数を25人以下として

おり、適切な保育を行えると知事が認める場合に

は1学級35人以下とすることができるが、その場

合は少なくとも二人の職員が担当しなければなら

ないとしている。

青森県は、満三歳児以上満四歳に満たない子ど

もについてのｌ学級の子どもの数は35人以下とし

ているが、子どもの数が20人を超える学級では二

人の保育従事者を置くこととしている。

また、宮城県では「学級担任は常勤かつ専任の

ものに限る」と規程している。

子どもに対する職員配置ではないが、北海道で

は「子育て支援事業に従事する専任の職員を置か

なければならない」という基準を設けている。

全体的に国の基準通りの県がほとんどで、長時

間利用児については保育所、短時間利用児につい

ては幼稚園の基準に準じている。

表３職員資格

注：知事による特例や但し書き等については－部省略・簡

略化している。

三重、岡山、広島、福岡、大分、宮崎の11道県で

あり、国より緩やかな「幼稚園の教員免許状また

は保育士資格を有する者」としているのは､青森、

山形、岐阜、福井、大阪、島根、愛媛、徳島の８

府県である。

③学級担任について

学級担任は幼稚園教諭免許保有者、長時間利用

児の保育は保育士資格保有者が担当することが国

の基準である。しかし、但し書きにより、既存施

設が保育所である場合には、幼稚園教諭資格取得

に向けて努力している保育士が学級担任となるこ

とができ、既存施設が幼稚園である場合には、保

育士資格取得に向けて努力している幼稚園教諭が

長時間利用児の保育を担当することができる。

ほとんどの道府県が国と同じ基準を設けている

が、但し書きはあるが「学級担任となる者の三分

の－以上は、幼稚園の教諭の免許状を有する者で

なければならない」「長時間利用児の保育に従事

する者の三分の一以上は、保育士でなければなら

２－２職員の資格（表３）

①満三歳に満たない子どもについて

満三歳未満の子どもの保育に従事する保育者

は、全道府県ともに国と同じ「保育士資格を有す

る者」となっている。

②満三歳以上の子どもについて

満三歳以上児の保育に従事する保育者について

は、国の基準では「幼稚園の教員免許状及び保育

士資格を併有する者であることが望ましい」とな

っている。望ましいけれども併有が難しい場合に

は「いずれかを有する者でなければならない」と

している。表３からわかるように、「併有する者
●●●●●●●●

でなければならない」と、国以上に厳しい基準を

設けているのが､北海道､秋田、岩手､宮城､富山、

－４６－

区分 条件 都道府県

０～２歳児 保育士資格 国、全道府県

3～５歳児

幼稚園教諭免許・保育

士資格併有あるいはい

ずれか

幼稚園教諭免許及び保

青士資格の併有者

幼稚園教諭免許または

保育士資格

国、和歌山

佐賀

、

北海道、秋田、岩

手、宮城、富山 、

三重、岡山、広島、

福岡、大分、宮崎

青森、山形、岐阜

福井、大阪、島根

愛媛、徳島

、

、

学級担任

及び長時

間保育従

事者

学級担任：幼稚園教諭

免許保有者が原則

長時間保育：保育士資

格保有者が原則

学級担任：幼稚園教諭

免許保有者

学級担任：幼稚園教諭

免許保有者

長時間保育：保育士資

格保有者

学級担任・長時間保育

ともに幼稚園教諭免許

及び保育士資格の併有

が原則

国、下記以外の全

道府県

秋田

広島、徳島

三重
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以外の19道府県が国の基準と同じで、幼稚園と保

育所の基準両方を満たさなければならないとして

いる。福井県、佐賀県は、幼稚園の基準か保育所

の基準の「いずれかの要件を満たす」こととして

いる。

屋外遊戯場の場所については、三重県以外の２０

道府県が国の基準と同じで、「子どもが安全に利

用できる」「利用時間を日常的に確保できる」「子

どもに対する教育及び保育の適切な提供が可能」

｢屋外遊戯場の面積を満たす」という要件が満た

される場合には、「付近にある適当な場所に代え

ることができる」としている。三重県は、「建物

等と同一の敷地内又は隣接する敷地内に設置しな

ければならない」と、国より厳しい基準になって

いる。

③食事の提供について

満三歳未満の子どもに対しては、国及び全ての

道府県で「調理室を設けなければならない」とし

ている。

満三歳以上の子どもに対する食事の提供につ

いても全ての道府県が国の基準と同じで、「子ど

もに対する食事の提供の責任が認定こども園にあ

り、業務上必要な注意を果たし得る体制が確保さ

れている」「栄養士による必要な配慮が行われる」

｢衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行でき

る能力を有する受託業者である」「子どもの年齢、

発達段階、健康状態に応じた食事の提供や、アレ

ルギー等への配慮など、食事の内容、回数及び時

ない」（北海道)、「学級担任のうち－人以上が幼

稚園の教員免許状を有する者であること」「満三

歳以上の子ども（長時間利用時に限る）の保育に

従事する職員のうち－人以上が保育士登録を受け

た者であること」（広島）と数を規定していると

ころや、「六年を限度として」（宮城)、「有効期限

は原則として３年」（三重）と期限を規定してい

るところもある。

全体として、幼稚園教諭免許・保育士資格併有

が理想ではあり、少なくとも学級担任は幼稚園教

諭免許取得者、長時間利用児の保育を担当するの

は保育士であることが望まれるが、現状に対応で

きるよう、但し書き等を定めているようである。

２－３施設設備（表４）

①園舎・保育室等の面積について

満二歳児未満の子どもの乳児室またはほふく室

の面積、満二歳の子どもの保育室または遊戯室の

面積については、全道府県とも国の基準通りであ

り、保育所の基準に準じている。

満三歳以上の子どもの保育室または遊戯室の面

積については、福井県以外の20道府県が国の基準

と同じで、幼稚園と保育所の基準両方を満たきな

ければならないとしている。福井県は、新設の場

合も幼稚園の基準か保育所の基準の「いずれかの

要件を満たす」こととなっている。

②屋外遊戯場について

屋外遊戯場の面積については、福井県、佐賀県

表４施設設備

注：知事による特例や但し書き等については－部省略・簡略化している。

4７－

区分 条件 道府県

園舎・保

育室等

(面積）

０～２歳児

2歳児

３～５歳児

保育所基準（乳児室：Ｌ65㎡/人、ほふく室：3.3㎡/人）

保育所基準（保育室Ｌ98㎡/人）

保育所基準・幼稚園基準（1学級：180㎡、２学級以上320＋100×（学級

数－２）㎡）の両方が原則

保育所基準・幼稚園基準のいずれか

国、全道府県

国、全道府県

国、福井以外の府県

福井

屋外遊戯

場

(面積）

2歳児

３～５歳児

3.3㎡/2歳以上児

保育所基準・幼稚園基準（2学級以下：３３０＋３０×（学級数－１）㎡、３

学級以上：４００＋８０×（学級数－３）㎡）の両方が原則

保育所基準・幼稚園基準のいずれか

国、全道府県

国、下記以外の道府県

福井、佐賀

調理室
設置しなければならないが、３～５歳児に限り外部搬入も条件によって

は可
国、全道府県

屋外遊戯場
同一敷地内又は近隣が望ましいが、近所に代替可

隣接する敷地内に限定

国、三重以外の道府県

三重
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機に適切に応じることができる」「食育に関する

計画に基づき食事を提供するよう努める」という

要件が満たされる場合に限り、「認定こども園外

で調理し搬入する方法｣をとることができるとし、

外部搬入も認めている。

施設設備については、全ての道府県でほぼ国の

基準通りである。

点挙げている。

・０歳から就学前までの一貫した教育及び保育を

子どもの発達の連続性を考慮して展開していく

こと。（集団生活の経験年数が異なる子どもが

いることに配慮する｡）

・一人一人の子どもの状況に応じ、教育及び保育

の内容について工夫を行うこと。（保護者の就

労状況等により子どもの利用時間、登園日数が

異なることを踏まえる。子どもの一日の生活の

連続性やリズムの多様性に配慮する｡）

・共通利用時間において､幼児期の特性を踏まえ、

環境を通して行う教育活動の充実を図ること。

・保護者及び地域の子育て力を高める観点に立っ

て子育て支援事業を実施すること。

③教育及び保育の計画並びに指導計画

国の基準では、「教育及び保育に関する全体的

な計画を編成するとともに､年､学期､月、週､日々

の指導計画を作成し、教育及び保育を適切に展開

しなければならない」として、留意する点を４点

示している。

・短時間利用児と長時間利用児がいるため、子ど

もの一日の生活時間に配慮する。

・共通利用時間の「ねらい及び内容」については

幼稚園教育要領及び保育所保育指針に基づいて

実施する。

・満三歳以上の子どもについては、学級での集団

活動とともに異年齢の子どもによる活動を組み

合わせていくことが望ましい。

・早期教育となることのないよう配慮する。

④環境の構成

国の基準では、環境の構成について留意すべき

点について４点挙げている。

・満三歳に満たない子どもについては特に健康、

安全や発達の確保を十分に図り、満三歳以上の

子どもについては集団による活動の充実、異年

齢の子どもによる交流等が図られるよう工夫す

る。

・利用時間が異なる多様な子どもがいることか

ら、子どもの生活が安定するよう一日の生活の

リズムを整えるよう工夫する。

・共通利用時間については、子ども一人一人の行

動の理解と予測に基づいて計画的に環境を構成

２－４教育及び保育の内容（表５）

教育及び保育の内容については、全道府県が具

体的な内容については条例以外で定めている。１１

月１０日現在では道府県の規則や要領、指針等を全

て収集することが難しく、表５の内容については

十分な検討ができない。ここでは国の基準につい

て記載する。

①教育及び保育の基本及び目標

国の基準では、「幼稚園教育要領及び保育所保

育指針の目標が達成されるように教育及び保育を

提供しなければならない」としている。

②認定こども園に固有の事情として配慮すべき

内容

国の基準では、①の基本及び目標に加え、認定

こども園に固有の事情として配慮すべき内容を４

表５教育及び保育の内容（国と同様の内容）

劃のＰ

:内容は一部省略・簡略化している。

:規則、要領、指針、通知等の全てを収集することは

できなかったため、確認できている道府県を挙げて

いる。

１
２

注
注

－４８－

国の内容 該当道府県数

①幼稚園教育要領と保

育所保育指針の目標

が達成されるための

教育・保育を提供

北海道、秋田、岩手、岐阜、福

井、大阪、三重、和歌山、島根

広島、愛媛、徳島、福岡、佐賀

、

、

大分、宮崎（16）

②子どもの発達の連続

'性や状況に応じた教

青・保育の工夫

北海道､秋田、岩手､岐阜､福井、

大阪､三重､和歌山、島根､愛媛、

徳島、福岡、大分（13）

③教育課程と保育計画

の｣性格を併せ持つ全

体的な計画を編成

北海道､青森、山形､岩手､宮城

岐阜、富山、大阪、三重、島根

、

、

岡山、広島、愛媛、佐賀、大分

(15）

④子どもの健康・安全

の確保、生活の安定

北海道、三重、島根、愛媛、大

分（５）

⑤年・学期・月・週 ●

日ごとの導計画作成

北海道、三重、島根、広島、愛

媛、大分（６）

⑥小学校教育との連携
北海道、岩手、岐阜、三重、島

根、愛媛、大分（７）
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験の継承につながることから、これを促すこと。

⑥小学校教育との連携

国の基準では、小学校教育との連携についての

留意点を３点挙げている。

・子どもの発達や学びの連続`性を確保する観点か

ら、小学校教育への円滑な接続に向けた教育及

び保育の内容の工夫を図り、連携を通じた質の

向上を図る゜

・地域の小学校等との交流活動や合同の研修の実

施等を通じ、認定こども園の子どもと小学校等

の児童及び認定こども園と小学校等の職員同士

の交流を積極的に進める。

・すべての子どもについて指導要録の抄本・写し

等の送付により連携する等、教育委員会、小学

校等との積極的な情報の共有と相互理解を深め

る。

「教育及び保育の内容」では、希望する全ての

就学前の乳幼児に幼稚園教育と保育所保育を提供

することができるよう、幼稚園教育要領、保育所

保育指針に基づいた教育及び保育の内容が盛り込

まれている。特に、満三歳以上の子どもについて

は、集団活動の中で遊びを通して学ぶことの重要

`性を強調している。それは、小学校への生活や学

習の基盤の育成につながるようにという配慮があ

るためと思われる。

し、集団とのかかわりの中で自己を発揮し、子

ども同士の学びあいが深まり広がるよう保育者

のかかわりを工夫する。

・保育者が子どもにとって重要な環境になってい

ることを念頭に置き、子どもとの信頼関係を十

分に築き、子どもとともによりよい環境を創造

する。

⑤曰々の教育及び保育の指導における留意点

国の基準では、日々の教育及び保育の指導にお

ける留意点を８点挙げている。

・子どもの発達の連続`性を十分理解した上で、生

活や遊びを通して総合的な指導を行う。

・子どもの発達の個人差、集団生活の経験年数の

差、家庭環境の相違等を踏まえ、一人一人の子

どもの発達の特'性や課題に十分留意する。

．－日の生活リズムや利用時間が異なる子ども

が－つの施設で過ごすことを踏まえ、子どもに

不安や動揺を与えないようにする等の配慮を行

う。

・共通利用時間においては、同年代の子どもとの

集団生活の中で遊びを中心とする子どもの主体

的な活動を通して発達を促す経験が得られるよ

うに、環境の構成､保育者の指導等を工夫する。

．望ましい食習慣の定着を促し、子ども一人一人

に応じた接種法や摂取量、食物アレルギー等へ

の適切な対応に配慮する。また、楽しく食べる

経験や食に関する様々な体験活動を通じて、食

事をすることへの興味・関心を高め、健全な食

生活を実践する力の基礎を培う食育の取り組み

を行うこと。

・午睡の重要さを踏まえ、安心して眠ることので

きる環境を確保するとともに、一律とならない

よう配慮する。

・特別に配慮を要する子どもについて、一人一人

の状況を的確に把握し、専門機関との連携を含

め、適切な環境の下で健やかな発達が図られる

よう留意する。

・家庭と認定こども園とで日常の子どもの様子を

適切に伝え合い、日常的な連携を図る゜また、

保護者の積極的な保育参加は、保護者の子育て

力の向上に寄与するだけでなく、地域社会にお

ける家庭や住民の子育て力の向上及び子育て経

２－５保育者の資質向上等（表６）

保育者の資質向上等についても、全道府県が具

体的な内容については条例以外で定めている。道

府県の規則や要領、指針等を全て収集することは

できなかったため、十分な検討はできないが、収

集した規則、要領、指針等から検討する。

国の基準では、保育者の資質向上等を図るため

の留意点を５点挙げている。

①保育者の資質は教育及び保育の要であり、自ら

その向上に努めることが重要である。

②日々の指導計画の作成や教材準備、研修等が重

要であり、これらに必要な時間について、午睡

の時間や休業日の活用、非常勤職員の配置等、

様々な工夫を行う。

③幼稚園教諭と保育士との相互理解を図ろ。

④認定こども園の長も含め、職員に対する園内外

4９－
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表６保育者の資質向上等

注１：内容は一部省略・簡略化している。

注２：１１月現在で制定されている条例及び規則等を基に作成した。

注３：宮崎県は保育者の資質向上等について「規則で定める」としているが、宮崎県の規則は収集できていない。

等多様な子育て支援事業が考えられるが、例え

ば子育て相談や親子の集う場を週三日以上開設

する等保護者が利用を希望するときに利用可能

な体制を確保すること。

③職員が研修等により子育て支援に必要な能力を

酒養し、その専門性と資質を向上させていくと

ともに､地域の子育てを支援するボランティア、

ＮＰＯ、専門機関等と連携する等様々な地域の

人材や社会資源を活かしていくこと。

上のそれぞれの基準について、規則、要領、指

針等で同様の基準を定めている道府県は表7の通

りである。子育て支援については、認定こども園

の大きな機能の一つとぎれているため、国以上の

基準を設けている道府県もある（表８)。特に北

海道では、職員配置のところで「子育て支援事業

に従事する専任の職員を置かなければならない」

という基準を設けており、特記すべき内容である

と思われる。

の研修の幅を広げる。その際、適切な研修計画

を作成・実施するとともに、研修の機会を確保

できるよう､勤務体制の組み立て等に配慮する。

⑤認定こども園の長には、一つの園として多様な

機能を一体的に発揮させる能力や地域の人材及

び資源を活用していく調整能力の向上が求めら

れるため、こうした能力を向上させる。

上記の各基準について、規則、要領、指針等で

同様の基準を定めている道府県は表６の通りであ

る｡国以上の基準を設けている道府県はなかった。

④の研修計画の作成・実施や、研修機会確保の

ための体制については、規則を収集することがで

きなかった宮崎県以外の全ての道府県で触れられ

ており、条例で挙げられている県もあった。

２－６子育て支援（表７、表８）

子育て支援については、岩手、三重、愛媛以外

の道府県が具体的な内容については条例以外で定

めている。ここでも、十分な検討はできないと思

うが、収集した規則、要領、指針等から検討する。

国の基準では、子育て支援事業についての留意

点を３点挙げている。

①単に保護者の育児を代わって行うのではなく、

教育及び保育に関する専門性を十分に活用し、

保護者への支援を通して保護者自身の子育て力

の向上を積極的に支援すること。

②子育て相談や親子の集いの場の提供、一時保育

２－７管理運営等（表９、表10）

管理運営等について、国の基準では以下の６点

が挙げられている。

①－人の認定こども園の長を置き、すぺての職員

の協力を得ながら一体的な管理運営を行わなけ

ればならない。

②保育に欠ける子どもに対する保育時間は、－

日につき八時間を原則とし、家庭の状況等を考

5０－

国
の
内
容

①保育者は、自ら資

質の向上に努める

ことが重要

②日々の指導計画の

作成や教材準備、

研修等に必要な時

間を工夫確保

③幼稚園教諭と保育

士との相互理解を

図る

④園長を含めた職員

の園内外の研修の

幅を広げ、研修計

画を作成・実施

勤務体制の組み立

て等に配慮して研

修の機会を確保

⑤園長には、多様な

機能を一体的に発

揮させる能力、地

域の人材・資源を

活用していく調整

能力の向上が求め

られる

該
当
道
府
県

北海道､秋田、山形

岩手、岐阜、三重

和歌山、島根、岡山

広島、愛媛、徳島

福岡、大分

、

、

、

、

(14）

北海道、秋田、山形

岩手、宮城、岐阜

三重、和歌山、島根

岡山、広島、愛媛

福岡、大分

、

、

、

、

(14）

北海道、山形、岩手

宮城、岐阜、三重

和歌山、島根、岡山

、

、

、

広島、愛媛、福岡、

大分

(13）

北海道、青森､秋田

山形、岩手、宮城

岐阜、富山、福井

大阪、三重、和歌山

島根、岡山、広島

愛媛、徳島、福岡

、

、

、

、

、

、

佐賀、大分（20）

北海道、秋田、山形

岩手、宮城、岐阜

三重、和歌山、岡山

愛媛、福岡、大分

、

、

、

(12）
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表７子育て支援

■国
の
内
容
－

１
「

注ｌ：内容は一部省略・簡略化している。

注２：１１月現在で制定されている条例及び規則等を基に作成した。

注３：富山県は「法第２条第６項に規定する子育て支援事業のうちいずれかの事業を行うものとする」としている。

注４：宮崎県は子育て支援について「規則で定める」としているが、宮崎県の規則は収集できていない。

表８子育て支援（国の内容に追加）

注１：内容は一部省略・簡略化している。

注２：１１月現在で制定されている条例及び規則等を基に作成した。

表９管理運営等

注１：内容は一部省略・簡略化している。

注２：１１月現在で制定されている条例及び規則等を基に作成した。

表１０管理運営等（国の内容に追加）

追
加
項
目
の
内
容

口重
道
臘

注１：内容は一部省略・簡略化している。

注２：１１月現在で制定されている条例及び規則等を基に作成した。

－５１

国
の
内
容

①保護者の支援を通じて

保護者自身の子育て力

の向上を積極的に支援

②保護者が利用を希望する

ときに利用可能な体制を

確保

③職員の子育て支援に必要な能力の酒養様々な地域の人

材、社会資源の活用（地域の子育てを支援するボラン

テイア、ＮＰＯ、専門機関等）

該
当
道
府
県

北海道、秋田、山形、岩手

宮城、岐阜、三重、和歌山

島根、岡山、広島、愛媛

、

、

、

福岡、大分（14）

北海道、山形、岩手、宮城

岐阜、福井、三重、和歌山

島根、岡山、広島、愛媛

、

、

、

徳島、福岡、大分（15）

北海道、秋田、山形、岩手、宮城、岐阜、大阪、三重

和歌山、島根、岡山、広島、愛媛、福岡、大分

、

(15）

追加

項目

地域の実情を把握し、要

望に即して実施し、市町

村と連携する

子育て支援事業について相当の

知識・経験を有する者を置く

子育て支援の実施計画

を定める

地域のすべての子育て

世帯を対象に

該当

道府県

宮城、岐阜、三重、広島

福岡

、 北海道（専任の担当者)、福井 佐賀 大分

国
の
内
容

①－人の長を置

き、一体的な管

理運営

②保育に欠ける子

に対する保育時

間は、原則１日

８時間

開園日数、開園

時間は保護者の

就労の状況等の

地域の実情に応

じて適切に提供

③保護者の選択に

資するような情

報開示

④配慮が必要な子

どもの利用が排

除されることが

ない公正な入園

選考

地方自治体との

連携を図り、受

入に適切に配慮

⑤耐震、防災、防

犯等子どもの健

康・安全を確保

する体制

事故等が発生し

た場合の補償の

体制

⑥自己評価、外部

評価等子どもの

視点に立った評

価

結果の公表等を

通じて質の向上

に努力

該
当
道
府
県

北海道、青森、秋

田、山形、岩手

宮城､岐阜、富山

福井､大阪、三重

、

、

、

和歌山、島根、岡

山、広島、愛媛

徳島、福岡、佐賀

、

、

大分、宮崎（21）

北海道、青森、秋

田、山形、岩手、

宮城､岐阜、富山

福井､大阪、三重

、

、

和歌山、島根、岡

山、広島、愛媛、

徳島、福岡、佐賀 、

大分、宮崎（21）

北海道、秋田、山

形、岩手、宮城、

岐阜､福井､大阪、

三重、和歌山、島

根、岡山、広島

愛媛､徳島、福岡

、

、

佐賀、大分、宮崎

(19）

北海道、青森、秋

田、山形、岩手

宮城、岐阜、富山

福井、大阪、三重

、

、

、

和歌山、島根、岡

山、広島、愛媛、

徳島、福岡、大分、

宮崎（20）

北海道、青森、秋

田、山形、岩手

宮城､岐阜、富山

福井､大阪、三重

、

、

、

和歌山、島根、岡

山、広島、愛媛、

徳島、福岡、佐賀 、

大分、宮崎（21）

北海道、秋田、山

形、岩手、宮城

岐阜、大阪、三重

、

、

和歌山、島根、岡

山、広島、愛媛

徳島、福岡、大分

、

、

宮崎（17）

追
加
項
目
の
内
容

既存施設が申請

する場合、在籍

している保護者

の理解を得るよ

う十分説明

保護者からの

苦情に対応す

る体制

防災に関す

る計画を策

定

安定的・継続的

な運営に必要な

経済的基礎健全

な財務内容

食育を推進

(地産地消、食

育基本計画の策

定、食育推進担

当者・調理員の

配置など）

年齢構成・障害

のある子ども等

への適切な人員

配置

地域における次

世代育成支援対

策等に協力

市町・市町教育

委員会との十分

な連携

該
当
道
府
県

宮城 宮城、広島

福岡、大分

、 福井 富山、大阪、三

重、岡山、広島

福岡

、

福井、三重

岡山、佐賀

大分

、

、

三重、徳島、 三重
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慮して認定こども園の長が定めなければならな

いｏ

開園日数及び開園時間は、保育に欠ける子ど

もに対する保育を適切に提供できるよう、保護

者の就労の状況等の地域の実情に応じて定めな

ければならない。

③保護者が多様な施設を適切に選択できるよう、

情報開示に努めなければならない。

④児童虐待防止の観点から特別の支援を要する家

庭、ひとり親家庭又は低所得家庭の子どもや障

害のある子どもなど特別な配慮が必要な子ども

の利用が排除されることのないよう、入園する

子どもの選考を公正に行わなければならない。

また、地域公共団体との連携を図り、こうした

子どもの受入れに適切に配慮しなければならな

いｏ

⑤耐震、防災、防犯等子どもの健康及び安全を確

保する体制を整えなければならない。また、事

故等が発生した場合の補償を円滑に行うことが

できるよう、適切な保険や共済制度への加入を

通じて、補償の体制を整えなければならない。

⑥自己評価、外部評価等において子どもの視点に

立った評価を行い、その結果の公表等を通じて

教育及び保育の質の向上に努めなければならな

い。

上記の各基準について、同様の基準を定めてい

る道府県は表９の通りである。①②④⑤の基準に

ついてはほとんどの道府県で同じような基準を設

けているが、③の情報開示と⑥の自己評価・外部

評価については、基準を定めていない県もある。

国の基準以外に、表１０に見られるような基準を加

えている府県があり、それぞれの道府県の事情や

地域'性に応じて対応していると考えられる。

ととしている。

３おわりに（まとめ及び課題）

認定こども園という新しい制度は、政府の方針

から生まれたものであり、幼保一元化への期待

をもっていた保育関係者も多くいた。しかし、平

成18年１０月１日に「就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律」が施

行きれ、十分に検証されず、子どもの健やかな発

達．発育に対応したものにならないうちに制度が

スタートしてしまったような感もある。

そのような状況で始まった制度であるため、始

まりの姿をしっかりと捉え、その進んでいく方向

について調査していく必要があるのではないかと

思われた。

本研究では､始まりの姿を捉えるという目的で、

国の認定基準と比較しながら、平成18年11月１０日

現在で条例等を施行している21道府県の基準につ

いて検討してきた。全体的には国の指針に沿った

内容となっているが、細かく見ていくと、道府県

により多少ばらつきもある。基準が厳しい道府県

と緩やかな道府県との違いが、今後どのように変

化するのか、また、子どもの育ちにどう影響する

のか、興味深いところである。

職員配置、職員資格、施設設備、管理運営等の

ハード面については、各道府県ともに条例の中で

基準を定めていたが、教育及び保育の内容、保育

者の資質向上等、子育て支援のソフト面について

は、規則や要領、指針等の中で基準を定めている

道府県がほとんどである。ソフト面については、

条例で定めることが難しい面があるため、規則な

どで示している。そのため、今後も規則や要領、

指針等を収集し、確認する必要がある。

また、今回は平成18年１１月１０日現在で条例を施

行している道府県に限って基準を検討したが、１２

月議会で条例案が可決している26都府県について

も検討が必要であると考えている。今後、今回

対象としなかった26都府県の資料を収集し、全国

的な傾向を捉えていきたい。そして、平成18年に

始まった認定こども園がどのように進展していく

か、今後も調査研究を進めていきたいと思う。

２－８その他の基準

これまでの基準のどれにも属さないものとし

て､過疎地域の特例に関する基準がある。北海道、

富山では、地方裁量型認定こども園として認定を

受けようとする場合の定員は60人以上となってい

るが、過疎地域の場合には20人以上としている。

また、和歌山や大分では、知事が認める場合には

職員資格、施設設備に関する基準を適用しないこ

－５２－
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省省令第三号）

。「認定こども園の認定の基準に関する条例」（北海道、

青森、秋田、山形、岩手、宮城、岐阜、富山、福井、大

阪、三重、和歌山、島根、岡山広島、愛媛、徳島、福

岡、佐賀、大分、宮崎）

．「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律施行細則」等規則､要領等（北海道、

秋田、山形、岩手、宮城、岐阜、富山福井、大阪、三重、

和歌山、島根、岡山、広島、愛媛、福岡、佐賀、大分）

参考・引用資料

．「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律」

．「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律第三条第一項第四号及び同条第二項

第三号の規程に基づき、文部科学大臣と厚生労働大臣と

が協議して定める施設の設備及び運営に関する基準｣(文

部科学省厚生労働省告示第一号）

．「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律施行規則」（文部科学省厚生労働

－５３


